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【 鉄道経営計画 】 
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【青函トンネル記念館 鉄道経営計画】 

 

Ⅰ．概 要 
    当法人は、青函トンネルの建設について広く国民に紹介することと、それに伴う観

光の振興に努めることによって地域経済の振興に寄与することを目的として、昭和６

３年７月に営業を開始しました。同時に体験坑道（トンネル）見学も実施しており、実

際に作業の場として使われた場所を体験出来るコースとして好評を博しております。

記念館駅～体験坑道駅間のケーブルカーの運行が鉄道事業となっておりますが、片道

７７８ｍの短い運行ではありますが安全・快適な移動手段として提供できるよう努め

ております。今後は新型コロナウィルスの影響も少なくなり、利用者も増加傾向が想定

されますが、足を運んでいただいた皆様に満足していただけますよう、なお一層、安全

第一の意識を徹底して、職員一同努力してまいる所存です。 

 

                                     一般財団法人 青函トンネル記念館 

  理事長  松橋 稔 
 

 Ⅱ．安全輸送の確保 

    目 標 ①無事故運転の継続 

             ②輸送障害の防止 

 

     重点事項①安全教育の徹底 

              ②指揮命令系統の確認 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

基本動作の励行 

安全確認の徹底 

機器点検の強化 

基準作業の実行 

連絡確認の徹底 

緊急処置体制の向上 
 

     安全管理体制 

  

  理 事 長  
 

    記念館長 
【安全統括管理者】 

 

 

 

    記念館長 

 【車両管理者】 

    記念館長 

【施設管理者】 

    鉄道部長 

【運転管理者】 

     業務係長 

【乗務員指導管理者】 

 

 

   鉄道係員  

 

 
 



  各管理者の役割                                                       

       役   職             役       割  
       理 事 長   輸送の安全の確保に関する最終的な責任を負う  

    記 念 館 長 

  【安全統括管理者】 

  輸送の安全の確保に関する業務を統括する 

     鉄 道 部 長 

    【運転管理者】 運転に関する事項を統括する 

     記 念 館 長 

    【施設管理者】 

  施設に関する事項を統括する 

     記 念 館 長 

    【車両管理者】 

  車両に関する事項を統括する 

     業 務 係 長 

 【乗務員指導管理者】 

  運転士の資質の保持に関する事項を管理する 

 

 Ⅲ．サービスの向上 

     ・あいさつ（声かけ）の実施 

     ・積極的に利用者の誘導を行う 
     ・バリアフリーへの対応 

     ・臨時便の運行 

     ・わかりやすい案内、説明を心がける 

 

 Ⅳ．運営基盤の安定化 

     ・ＰＲ活動（竜飛岬観光）の実施 
     ・旅行会社への周知徹底（ツアー企画） 

     ・ＪＲ北海道との協力体制強化 

     ・関係機関との連携協力 

     ・企画イベントの実施検討 

     ・冬期間の収益強化 

 
 Ⅴ．損益計画                                                 （単位：千円） 

    項    目   令和７度 令和８年度 令和９年度  
 収 入 ３０，３００ ３０，９００  ３１，５２０ 
  旅客運賃収入 ３０，３００ ３０，９００  ３１，５２０ 
 支 出 ２９，１１８ ２９，４００  ２８，８５０ 
  人 件 費 ２０，７６８ ２１，４００  ２２，０５０ 

 施設使用料    ３００    ３００     ３００ 

 経   費  ８，０５０  ７，７００   ６，５００ 

 差 引 損 益  △１，１８２  １，５００ ２，６７０ 

 累 積 損 益 △１，１８２    ３１８   ２，９８８ 



 

 

 Ⅵ．人員計画 令和７度 令和８度 令和９度  

  職 員 数        ８人        ８人        ８人 
 職員の養成      

 

 

 Ⅶ．特記事項 

 ・車両更新、長期運営計画の検討。 
      

 


